
★平成28年度より本格実施される地方公務員の人事評価制
度に向けて、人事担当者が知っておくべき制度の基礎的知
識、評価方法などを関連資料とともに紹介

★いつまでに、何をやらなければならないかを具体的に提示

★先進自治体の実施状況、小規模団体の実施例を紹介

★改正地方公務員法の人事評価部分を逐条で解説

★人事評価導入に向けての留意点、担当者が悩む疑問点をわ
かりやすく解説

★規程例、評価記録書例、実施要領（運用の手引き）例を紹介

人事評価制度がスタート！  制度導入のノウハウ、
留意点を網羅した人事担当者必携の１冊！

地方公務員
人事評価制度の手引

【編集】地方公務員人事評価制度研究会
A4判・定価（本体1,800円+税）送料300円　※送料は平成27年1月時点の料金です。
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評価者のための自治体人事評価Q&A 部
◎上記のとおり申し込みます。 平成　　年　　月　　日
御住所（〒　　　　─　　　　　）
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e-mail ＠
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キリトリ線

A5判・定価(本体2,000円+税)送料300円　コード　5108002-00-000　人事評価QA

地方公務員人事評価制度の手引 部
A4判・定価(本体1,800円+税)送料300円　コード　5108091-00-000　人事評価手引

ISBN978─4─324─09889─9　コード 5108091─00─000　人事評価手引

本社　東京都中央区銀座7 ─ 4 ─ 12 〒104─0061
本部　東京都江東区新木場1─18─11〒136─8575
TEL：0120─953─431／FAX：0120─953─495

※送料は平成27年1月時点の料金です。 ●取扱者

URL：http://gyosei.jp

管理職の評価者用テキストとして最適！
新しい評価制度の実務マニュアル
評価者のための自治体人事評価Q&A
著／稲継　裕昭　　A5判／定価（本体2,000円＋税）
コード／5108002-00-000　　略号／人事評価QA

関連図書のご案内
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■個人情報の取り扱いについて
【利用目的】　ご注文に関するお客様への連絡、配送、代金の請求及びメール等による商品の案内に利用させていただきます。
【第三者提供】　お預かりした個人情報の第三者への提供はありません。
【委託】　利用目的の範囲内で業務を行うために、個人情報の取扱いを委託する場合があります。
【個人情報提供の任意性】　個人情報の提供はお客様の任意となりますが、商品のお届けなどに誤りが生じないよう、正確にご記入願います。
【開示等の求めに応じる手続】　利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止等をお求めの際は、次の窓口にお問い合わせください。
【個人情報相談窓口】　株式会社ぎょうせい　出版営業部　営業課　電話03-6892-6562　受付時間　平日9時～17時
【個人情報保護管理者】　情報管理担当執行役員
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